
平成２６年鳥取各要望事項（平成２５年度ブロック会議提出） 
 

鳥取海区漁業調整委員会 
  新規要望 ○継続要望  
 
 議   題 
 

 日韓暫定水域及び我が国排他的経済水域における漁業秩序の確立並び

に新日韓漁業協定関連漁業振興対策事業の継続実施について 

提案理由、要旨等 
 
 日韓暫定水域について、民間漁業者間での協議により、平成２１年に初めて暫定水

域内において日韓両国で海底清掃を実施したが、沖合底びき網漁業関係者においては、

平成２２年に浜田沖及び隠岐北方の暫定水域について協議が決裂し、２２年以降は同

水域内での海底清掃は実施できていない。 
 こうした中、現在まで協議を重ねているが、大きな進展が望めないことから、本県

漁業団体は、民間主導による交渉は既に限界と認識している。 
 一方、双方の排他的水域での操業条件、違反操業の取締り、暫定水域における資源

管理等については、継続して両国政府レベルで協議が行われ、国も暫定水域周辺にお

ける違反操業に対する取締りを強化しているものの、韓国側の違反操業は多発してい

る。 
 ついては、協定締結から１０年以上経過した現在でも、暫定水域内の漁場荒廃・資

源悪化が続いているため、暫定水域内の放置漁具等の海底清掃を実施し、暫定水域内

の漁業秩序、資源管理方策を早急に確立する必要があるため、下記事項について要望

する。 
記 

１ 日韓両国政府の責任により積極的に両国間協議の進展を図り、竹島の領土問題の

解決により排他的経済水域の境界線の画定に全力を挙げること。 
 
２ 境界線が画定するまでの間、暫定水域内での漁業秩序および資源管理方策を早急

に確立すること。併せて、海底清掃及び漁場交代利用について、民間での合意事項

が履行されていない現状を踏まえ、国レベルで調整すること。 
 
３ 我が国排他的経済水域内への越境操業に対する取締りの強化と、韓国政府に自国

船の無秩序操業に対する監視取締の強化と指導を強く要請すること。 
 
４ 現在もなお、暫定水域の設定による漁場喪失や韓国漁船の投棄漁具等による漁場

荒廃が続いており、これらの影響を受け厳しい経営を強いられている漁業者に対す

る投棄漁具の回収事業等の支援について、基金による事業実施が平成２６年度の概

算要求に盛り込まれた。今後の事業実施に当たっては、漁具回収事業と共に、抜本

的な経営救済対策を、基金化のメリットを生かして継続的に実施すること。 
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【別紙１】 

平成26年度要望結果に対する各海区の意見について（案） 

 

Ⅳ 外国漁船問題等について  

１ 排他的経済水域の境界の画定  

竹島の領土権の確立や中国に対する平成９年の外務大臣書簡の破棄など、近隣諸国

との間の諸問題を早急に解決するとともに、排他的経済水域（EEZ）にかかる中間ラ

インの境界画定に向けた交渉を鋭意継続すること。 

 

要望海区 

○鳥取海区、 

回答の概要 

【水産庁】 

政府としても主張すべきところは主張しており、水産庁としても外務省と十分連

携して、一歩でも前に進めるように努力したい。 

 

【外務省】 

日頃より、どうすれば領海領土をしっかり守れるのか、加えて、漁業者が安心し

て漁業に携わることができるか、水産物の持続可能な捕獲がきちんと保たれるのか

ということについて問題意識を持って取り組んでいる。 

外務省としては、日本の立場を明確に主張し、しっかりと境界を画定して、皆さ

んが安心して漁業に取り組まれるようにということで交渉を続けている。 

平成 9年の所謂小渕書簡、外務大臣書簡に関して色々な意見をいただいているこ

とは、重々承知しており、国会等で色々と取り上げられているということに加え、

外務大臣の方にも色々なご要望があることはよく承知している。大臣からも日々し

っかりやるようにということで指導を受けており、非常に重く受け止めている。 

回答に対するコメント（案） 

 竹島領土問題の解決に向けて、全力を挙げて努力していただきたい。 

 

  



【別紙１】 

平成25年度要望結果に対する各海区の意見について 

 

Ⅳ 外国漁船問題等について  

３ 暫定水域等の操業秩序確立と資源管理   

① （新規）日台漁業取り決め適用水域について、我が国漁業者の操業実態を踏ま

えた操業ルールを早期に決定すること。 

② 日韓暫定水域及び日中暫定措置水域・中間水域について、国の責任において政

府間協議による実効性を持った操業秩序を早急に確立させるとともに、両国と

共同で資源回復・管理対策を講じること。また､民間協議における合意事項の履

行について支援を行うこと。 

③ 日・中・韓３国による東シナ海・黄海資源管理機構（仮称）の創設に向け、関

係国との協議を進め、同海域における実効ある資源管理体制を早期に確立する

こと。 

④ 韓国、中国及び台湾との間の政府間漁業交渉等において、我が国の排他的経済

水域における各国所属漁船の違法操業の現状を示し、その根絶のための監視取

締体制の強化及び操業秩序維持のための指導を強く要請すること。 

⑤ 外国漁船による違反操業や廃漁具の海上投棄等による被害を救済するため、漁

場機能維持管理事業並びに外国漁船被害救済事業の継続・拡充を図ること。 

 

要望海区 

○鳥取海区ほか 

 

①  
【水産庁】 

 今年の1月には一応のルールが合意されており、本ルールに基づいてできるよう陸上、

海上共に全力で対応したい。 

【外務省】 

今年1月の日台漁業共同委員会で、今後重視するべき操業ルール等について、一応、日本

と台湾との間で一致をしたところで、関係漁業者の方々が安心して操業できるよう、先

ずはこの操業ルールの徹底と定着ということを注視している。 

 

②  
【水産庁】 

日韓暫定水域の資源管理には、韓国側が一切応答していないというのが現状である。 

特に日本海の暫定水域でズワイの資源状況の悪化や韓国漁船による漁場占拠とういう問

題があり、昨年6月の共同委員会で、両国の共同による暫定水域内の海底清掃や韓国政府

の漁業取締船を一定期間当該海域に配置することなどを主張して合意しており、合意さ

れた事がしっかりと守られるように、韓国側には強く求めている。 

日中の暫定水域については、操業隻数の情報交換などを行っているが、引き続き何が

できるかということを考えて行きたいが、現実問題として、非常に情報が不足している

というのが現状である。 



【外務省】 

特に今、東アジアにおいて日本を取り巻く環境が中国韓国等の関係で非常に厳しい状

況にある中、海に出て汗を流している方々にとっては、益々厳しいものであることを非

常に感じており、関係省庁しっかりとスクラムを組んで対応することが重要であると考

えている。 

また、今後もこのような形で色々と意見をいただき、韓国や中国との漁業交渉に如何

に反映して行くかということを考え、日々業務に携わっている。 

 

③  
【水産庁】 

これができれば非常にすばらしく、あるべき姿であると思うが、なかなか3国がテーブ

ルに着くというのは望みがなく、当面は日韓、日中の枠組みを上手く使って、資源管理

体制の早期確立に向けて努力して行きたい。 

 

④  

【水産庁】 

取締船を増隻しており、これを上手く活用しながら、監視取締りの一層の強化を進め

たい 

【外務省】 

現行の枠組みの下で、漁業共同委員会を含む外交ルートで随時問題提起を行うと共

に、相手国側にきっちりと対応するようにという申し入れも含めて、協議等を行ってい

る。 

 

【水産庁】 

平成25年度の補正予算で、韓国中国基金として約50億が認められている。現在はその

基金事業を使って海底清掃や漁具被害の際の支援をしており、引き続き基金事業を使い

ながら対応して行く。 

回答に対するコメント（案） 

  新協定の発効後14年経過するが、その目的である暫定水域内の資源管理、漁業秩序

の確立に向けた具体的な進展が見えてこない。漁業者による民間協議は、進展させるこ

とができない状況であり、国レベルで責任をもって調整していただきたい。 

 また、この進展しない状況下にあって、漁業者に対する救済策については、引き続き、

基金事業による中長期的かつ安定的な観点で支援していただきたい。 

 



【別紙１】 

平成25年度要望結果に対する各海区の意見について 

 

Ⅳ 外国漁船問題等について  
３ 外国漁船の取締強化  

① 日本の領海及び排他的経済水域における海上保安庁や水産庁の取締体制を一

層強化し、日本の排他的経済水域内における韓国・中国・台湾漁船の無許可操業

に対し、徹底した取締りを実施すること。 

② 日中暫定措置水域及び以南水域における外国公船及び外国漁船団の位置や動

向の情報収集に努めること。また、水産庁漁業取締船及び海上保安庁巡視船から

直接漁船や関係機関に情報提供するなど、当該水域で操業する漁船に迅速に情報

提供できる体制を構築すること。 

要望海区 

○鳥取海区ほか 

回答の概要 

①  
【水産庁】 

他の項目でも説明した監視体制の増強により、海保とも連携して、しっかりと対応する。 

 

【海上保安庁】 

日中漁業協定における以南水域では、漁業関係法令を適用しないということになって

おり、取締りができないが、以南水域から越境したものはしっかりと取り締まるという

ことで、３隻の中国サンゴ密漁船を検挙しており、また、全国でも１１件の外国漁船を

検挙した。 

領海内では、例えばトカラの周辺で台湾のはえ縄漁船を検挙しており、対馬周辺では

臨検を忌避して逃走したものも検挙している。 

排他的経済水域では、ボンド金（早期釈放制度による担保金）をとってという形の処

理になるが、広い海区で航空機を使って幅広く監視しながら巡視船と連携した取締りを

行って行きたいと考えているので、引き続き支援等をお願いする。 

 

②  
【水産庁】 

①と同様、海保と連携してしっかりと対応して行きたい。 

 

【海上保安庁】 

全国にある海上保安部、保安署、分室等の出先機関で、特に漁業関係者の方とは、常

に緊密に連携をとりながら業務を行っている。 

回答に対するコメント 

  引き続き、取締の強化をお願いする。 
  



平成２７年鳥取各要望事項（案：平成２６年度ブロック会議提出） 
 

鳥取海区漁業調整委員会 
  新規要望 ○継続要望  
 
 議   題 
 

 日韓暫定水域及び我が国排他的経済水域における漁業秩序の確立並び

に新日韓漁業協定関連漁業振興対策事業の継続実施について 

提案理由、要旨等 
 
 日韓暫定水域について、民間漁業者間での協議により、平成２１年に初めて暫定水

域内において日韓両国で海底清掃を実施したが、沖合底びき網漁業関係者においては、

平成２２年に浜田沖及び隠岐北方の暫定水域について協議が決裂し、２２年以降は同

水域内での海底清掃は実施できていない。 
 こうした中、現在まで協議を重ねているが、大きな進展が望めないことから、本県

漁業団体は、民間主導による交渉は既に限界と認識している。 
 一方、双方の排他的水域での操業条件、違反操業の取締り、暫定水域における資源

管理等については、継続して両国政府レベルで協議が行われ、国も暫定水域周辺にお

ける違反操業に対する取締りを強化しているものの、韓国側の違反操業は多発してい

る。 
 ついては、協定締結から１０年以上経過した現在でも、暫定水域内の漁場荒廃・資

源悪化が続いているため、暫定水域内の放置漁具等の海底清掃を実施し、暫定水域内

の漁業秩序、資源管理方策を早急に確立する必要があるため、下記事項について要望

する。 
記 

１ 日韓両国政府の責任により積極的に両国間協議の進展を図り、竹島の領土問題の

解決により排他的経済水域の境界線の画定に全力を挙げること。 
 
２ 境界線が画定するまでの間、暫定水域内での漁業秩序および資源管理方策を早急

に確立すること。併せて、海底清掃及び漁場交代利用について、民間での合意事項

が履行されていない現状を踏まえ、国レベルで調整すること。 
 
３ 我が国排他的経済水域内への越境操業に対する取締りの強化と、韓国政府に自国

船の無秩序操業に対する監視取締の強化と指導を強く要請すること。 
 
４ 現在もなお、暫定水域の設定による漁場喪失や韓国漁船の投棄漁具等による漁場

荒廃が続いており、これらの影響を受け厳しい経営を強いられている漁業者に対す

る支援について、投棄漁具の改修事業等に加え、基金化のメリットを活用した抜本

的な経営救済対策を講じること。 
 
 



 
 

鳥取海区漁業調整委員会 
  新規要望 ○新規要望  
 
 議   題 
 

外国漁船に対する我が国漁船の安全航行、安全操業の確保について 

提案理由、要旨等 
  
 日中、日韓新漁業協定により設定された暫定水域及びその周辺海域では、各国の漁

船が操業をしておりますが、外国船の集中操業や危険な航行により、我が国の漁船の

安全航行、安全操業が脅かされる状況となっています。 
 また、暫定水域周辺海域では我が国の権限が他国の船舶に及ばないため、外国漁船

との間で事故等が発生した場合、原因等について十分な検証が出来ず、責任を追及で

きない事案も生じています。 
 暫定水域及び我が国の排他的経済水域の境界付近での事故を抑止し、安心して航行

と操業が出来るよう、次の事項を要望します。 
 

記 
１ 海上保安庁巡視船や水産庁取締船の増船や、人員増により、我が国周辺海域の外

国漁船の監視体制をより一層強化すること。 
２ 外国漁船及び外国公船の位置や動向についての情報収集体制を強化し、周辺で操

業する漁船に迅速に情報提供できる体制を構築すること。 
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